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伝統的工芸品の生産額は漸減傾向である。業種別では、減少傾向は変わらないものの、竹工品、木工品、漆

器など、最近 10 年に増加傾向に転じている業種もある。［図 1-1-8,図 1-1-9］ 

※平成 30 年以降については、生産額のデータ取得方法が異なるため、集計の対象としていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1-9 業種別の生産額（伝産計）の推移 
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伝産事業者全体の従業員数は、漸減傾向である。［図 1-1-12,図 1-1-13］ 
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長野県産業労働部が、県内の伝統的工芸品産業事業者を対象に、令和 4 年度に実施した「伝統的工芸品

産業実態調査」1の結果取りまとめでは、販路関係や製品づくりについて、以下の課題があげられている。 

・生活様式の変化等により、消費者ニーズや社会情勢の変化に対応できていない。 

・作り手は販売よりも制作に集中し、販路や販売価格等は卸業者任せきりになるなど、経営的な視点が不足し

がちである。 

・伝統的技術を活用した新たな製品づくりを進める必要がある。 

・産地以外の他業種と連携した新たな取組みを強化していく必要がある。  

 

各産地において伝統工芸を持続させ、後世への技術継承を実施していくためには、海外も視野に入れた需要創

出・拡大への取組がますます重要となっている。 

 

 

  

 
1 「伝統的工芸品産業実態調査」において、産地訪問での聞き取り調査を行った結果による。 
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４．課題解決に向けた体制づくり 

（１）産地・事業者の取組体制に関する課題 

 

産地存続の不安 

伝産協会が行ったアンケートでも、事業者が担い手となる人材の確保にあたっての課題として、原材料高騰による

人件費へのしわ寄せもあり、人材の新規雇用はできない、産地存続の不安が大きく、後継者育成にも躊躇してしま

うといった声があった。 

 

産地存続の不安に関する意見 

・後継者問題、消費税インボイス対応、業界商慣行の問題など、様々な課題を抱えており、将来にわたって持続

可能な産地づくりの道は険しい。引き続き、支援、指導が必要。 

・相対的に右肩下がりの需要にありながら、材料・道具等に価格が高騰し、人件費を考慮する余地さえ及ばな

い。日本特異の産業としての存続も危機的状態である。 

・材料や道具よりも、産地存続の不安の方が大きい。仕事さえあれば、後継者は放っておいても育つ。殆どが一

人親方、跡を継がせたくても、教えてほしいと言われても、生活ができるかわからない状況では、躊躇する。（伝

産協会「原材料、製造用具等に関する調査」結果より） 

 

産地組合の事務局機能の低下 

伝産協会が行ったアンケート、また総務省調査等結果によると、産地によっては、組合事務局に常勤の事務職

員を配置していないなど脆弱な体制のため、申請手続等が負担となり伝産補助金の活用を断念するケースも見ら

れる。 

今後、課題を抱えた小さい産地が、組合事務局の体制のぜい弱さにより、補助金を活用した必要な取組を行え

ず、さらに産地が衰退するという負の連鎖が懸念されている。 

 

組合事務局の体制のぜい弱さにより事業等が行えない例 

・産地が生き延びていくために、専門家のアドバイスや支援などのお知恵をいただきたい。共同施設の老朽化

がますます進行し、修繕費などが毎年増加しており、組合運営を圧迫している。このままでは、組合運営が

難しくなってきている。組合共同施設の修理や設備投資などの助成などがあるとよいが、共同施設となるとな

かなか見つからないのが現状で、その影響で組合共同宣伝事業活動の実施にまで影響している。（伝産

協会「原材料、製造用具等に関する調査」結果より） 

・産地組合の組合員数が 10 事業者と少なく、その事業者も零細であることから、組合収入に乏しく、財政

的にもぜい弱である。産地組合としては、財政的にも体制的にも体力がなく、自ら事業を実施できない状況

にある。  

・（職人としての仕事も忙しいのに、産地組合の理事長としての仕事もあり多忙のため）新規の商品開発等

にはとても手が回らず、特段の事業展開は実施できていない。事業の実施に当たって補助事業を利用する

場合、申請、報告等の書類作成作業が伴うが、普段から書類作業をしておらず自分自身でそれを行うこと

は、とても可能とは考えられない。 
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・産地組合では、需要の拡大や後継者の確保といった取組を実施できていない状況にある。産地組合が所

在する市区町村の担当者は「産地組合員の高齢化等の状況を踏まえると、組合が自ら事業を実施するこ

とは困難ではないか」としている。 

・産地組合は、提出書類が多く事務が煩雑であるため、週 3 日勤務の事務職員 1 人では対応することが極

めて困難として、数年前から、伝産補助金を活用した取組の実施（展示会の開催等）を断念している。 

（以上、総務省調査結果より抜粋） 

 

（２）新たな枠組みや連携の必要性 

人々の意識など伝統的工芸品を取り巻く環境 

日本人の生活様式や食生活の変化が、需要減少の大きな要因の一つになっている。ここでは、伝統的工芸品に

対する関心につながる最近の意識調査の結果を見ていくこととする。 

「日本の国や国民について誇りに思うこと」として、半数以上の人が「食文化」「すぐれた文化・芸術」「美しい自然」

「長い歴史と伝統」を挙げている。［図 1-4-1］また、「伝統料理など、地域や家庭で受け継がれてきた料理や

味、箸づかいなどの食べ方・作法を受け継いでいる」人は６割台を維持している。［図 1-4-2］ 

これらはいずれも伝統的工芸品のトータルでの価値・魅力への関心に通じる意識であることから、身近な場所で、

伝統的工芸品に触れたり関連知識を身につけることができたり、将来のキャリアプランを描く小中高生時代などに体

験機会があることで、伝統的工芸品や工芸士に対する関心を持つ人が増えると考えられる。 

 

 図 1-4-1 日本の国や国民について誇りに思うこと 

 

  

図 1-4-2 伝統料理など、地域や家庭で受け継がれてきた料理や味、 

箸づかいなどの食べ方・作法を受け継いでいる 

出典：博報堂生活総合研究所「生活定点 1992-2022」調査 

出典:農林水産省 消費・安全局、内閣府食育推進室 「食育に関する意識調査報告書」より 
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伝統的工芸品を仕事にするという選択肢を示せる必要性 

美術系大学や専門学校で工芸を学ぶ学生が、伝統工芸士を目指す道筋やキャリアの将来像を目指すといった

選択肢を示すことが十分にできていない現状も指摘されている。伝統工芸の作品や長い歴史の中で引き継がれて

きた材料・技術、それを支える担い手や仕事を知る機会を増やし、関連する仕事に従事する魅力を広く伝えることが

重要である。 

また、美術系大学や専門学校では、女子学生の占める割合が多く、工芸士を目指したい人も多い。産地企業・

事業所において、女性も働きやすい仕事環境の整備など、「働きやすい職場」づくりへの取組なども必要である。 

 

普及啓発活動、国内外への発信の必要性 

自然の原材料を使い、確かな技術でつくられ、何度も修繕を重ね、長い期間、使い続けることができる伝統的工

芸品は、国連が掲げる SDGs（持続可能な開発目標）の理念にも合致している。しかしながら、こうした伝統的

工芸品の「本物の良さ」や素材・製法・活用・メンテナンスの方法等についての情報・理解が消費者に不足している

と、購買に結びついていかない。 

 

平成 29 年の文化芸術基本法改正で、国が振興を図る文化芸術分野の対象として、食文化を含む生活文

化が対象として明記された。それを受け、文化庁では、生活文化各分野の振興に向けた調査や検討が行われてき

たが、文化政策部会食文化ワーキンググループでは、食文化振興の課題として、１番目に「食文化に対する国民

の認識」を挙げている。「地域の食文化の価値に地元の人が気付いていない」など、食文化に関する認識や知識の

不足が、食文化継承が危ぶまれる要因となっている。 

また、食文化の「国内外への発信」も課題として挙げられており、具体的には、以下のような指摘がなされている。 

・観光や農林水産物・食品等の輸出の促進にも繋がる文化的価値による日本食のブランディングや食文化の発

信が大事だが、そのための食文化の価値付けや戦略が不十分 

・郷土食等地域の食文化にも海外の人が強い関心を持っているが、一方で地域の食文化の価値に地元の人が

気付いていないことが多く、国外も含め地域外に発信する取組が弱い 

・国においても、全国各地の多様な食文化を国外に発信する取組が弱いのではないか 

といったものであり、これらは「食文化」を「伝統的工芸品」に置き換えることができる課題といえるのではないか。 

 

国においては、全国各地の伝統的工芸品を国内外に発信する取組に力を入れたり、産地同士がつながって情

報や技術を共有し課題解決への取組や新しいものづくりや流通の仕組みを後押しするなど、日本のものづくりを活

性化するための新たな枠組みの検討も必要となっている。 
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Ⅱ 伝統的工芸品を巡る課題解決に向けた取組と支援の方向性 

１．伝統工芸に関する国の支援事業 

伝統的工芸品の各産地の新たな取組を支援するため、経済産業省では「伝統的工芸品産業支援補助金」を

はじめとした伝統的工芸品に関わる各種取組のほか、「地域未来投資促進法」に基づく各種施策、 「ものづくり・

商業・サービス生産性向上促進補助金」など中小企業関連施策を行っている。このほか、自治体や DMO と連携

することで、内閣府の「地方創生交付金」や観光庁の「地域観光新発見事業」などの支援施策も活用できる。 

 

図 2-1-1 伝統的工芸品に関わる支援施策の一例 

 

（１）伝統的工芸品産業振興に係る支援制度（経済産業省） 

昭和４９年に制定された伝統的工芸品産業の振興に関する法律（伝産法）に基づき、伝統的工芸品を指

定し、２つの補助金により伝統的工芸品の産地を支援。 

●伝統的工芸品産業支援補助金 

伝産法第２条に基づき指定を受けた伝統的工芸品を製造する協同組合等が、同法の規定により経済産業大

臣の認定を受けた各種事業計画に基づき実施する取組を支援。  

＜支援事業例＞ 

  ○後継者・従事者育成事業：技術継承事業など従業員・後継者の育成を図る事業 

  ○若年層等後継者創出育成事業：就業希望者への講習会など新たな人材を発掘する事業 

  ○需要開拓事業：国内外の展示会への出展など販路拡大のための事業 

  ○意匠開発事業：新商品開発に向けた事業等 

●伝統的工芸品産業振興補助金 

伝産法第 23 条に基づき設立された、伝統的工芸品産業の振興を目的とする一般財団法人 伝統的工芸品

産業振興協会が実施する産地横断的な事業の経費の一部を、同法第 26 条に基づき補助 
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②  経済産業省「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」 
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⑤ 観光庁「地域観光新発見事業」 
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３．民間企業の支援活動 

以下は、伝統工芸の関係者や関連事業に対する支援活動を行っている民間企業の例である。 

 ポーラ伝統文化振興財団  

同財団は、1979 年に創立され、以降 40 年にわたり日本の伝統文化の振興に関わっている。 

日本の無形の伝統文化の保存・振興を図るため、顕彰事業、助成事業、保存記録作成事業、その他事業の

4 つの事業を展開。助成事業では、伝統工芸技術、伝統芸能、民俗芸能・行事の各分野で保存・伝承・振興活

動および調査・研究活動において有効な成果が期待できる事業に対し、補助的な援助を実施。 

①無形の伝統文化に関する保存・記録作成事業、②無形の伝統文化の後継者育成・普及事業、③無形の

伝統文化に関する調査・研究、④無形の伝統文化の復元・伝承事業、⑤無形の伝統文化の保存のために欠くこ

とのできない技術や原材料・道具等に関する伝承事業について募集し、1 件あたり 30 万円から 200 万円程度助

成している。1 

 

 ポーラ･オルビスホールディング   

社内ベンチャー制度にて、2018 年より「伝統工芸と企業のコーディネート事業」をスタート。伝統工芸の活躍の

場を創造しさらなる発展に寄与すべく、伝統工芸事業者と企業を結び付ける販路開拓や伝統工芸を活用したワー

クショップ、各種イベント開催に関するコーディネートを実施している。 

また、同事業から生まれたプロジェクト「SERENDOUCE CRAFTS」では、手仕事でつくられる上質な伝統工芸

品の情報発信や販売をしている。2 

 

 レクサス   

レクサス（トヨタ自動車株式会社および全国のレクサス販売会社）が主催となり、2016 年に「LEXUS NEW 

TAKUMI PROJECT」を始動。地域の特色や技術を生かしながら、自由な発想で新しいモノづくりに取り組む、日

本各地の若き「匠」を選出し、プロダクト試作、プロダクト発表・情報発信（レクサス販売店での作品展示や、国内

外の百貨店、セレクトショップバイヤー、メディアに対するプレゼンテーション、商談会等）をサポートしている。これまで

支援した「匠」は 150 名を超える。3 

 

 オンワードデジタルラボ   

オンワードホールディングスの子会社が、日本のモノづくり支援を目的に、日本各地の工場と共に持続可能なモノ

づくりを目指すプロジェクト『CRAHUG（クラハグ）』を 2021 年に開始。①販売支援、②ブランディング支援、③プ

レス発信、④イベント開催、⑤WEB 分析に取り組む。 

自販・自立することで持続可能なビジネスモデルを構築したい全国の生産者や工場を対象に、サポート内容ごと

に 二つの協業プランを提供し、販売支援を行っている。4 

  

 
1 出典：公益財団法人ポーラ伝統文化振興財団 HP（https://www.polaculture.or.jp/about/index.html） 
2 出典：ポーラ・オルビス ホールディングス ニュースリリース（2018年 6月 15日）（https://ir.po-holdings.co.jp/news/news/news-

2709998788264270630/main/0/link/20180615_venvure1_2.pdf）、SERENDOUCE CRAFTS HP（https://serendouce-crafts.com/） 
3 出典：LEXUS NEW TAKUMI PROJECT（https://lexus.jp/brand/new-takumi/） 
4 出典：オンワードホールディングス ニュースリリース（2021 年 8月 19日）（https://www.onward-hd.co.jp/release/2021/pdf/20210819_2.pdf）、

CRAHUG HP「CRAHUG とは？」（https://www.crahug.jp/ja/page/about） 
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意 匠 開 発 事

業 

の認定を受

けた）産地

組合 

商品開発及び販路開拓等を目的とした事業(デザイ

ナー等との協働による商品開発、求評会やアンケート

の実施等)に対し、その企画会議費、意匠開発費、

成果検討費等を支援 

     

後継者・従事

者育成事業 

従事者の育成事業(若手従事者の製造技術の向

上を目的とした研修)に対し、その講師謝金・旅費、

教材費、実習・指導費を支援 

     

若 年 層 等 後

継 者 創 出 育

成事業 

新たな人材を発掘するための事業(大学生・専門学

校生を対象とした制作体験、従事希望者を対象とし

た講習会) に対し、その講師謝金・旅費、教材費、

実習・指導費を支援 

     

原 材 料 確 保

対策事業 

原材料の安定確保を目的とした調査事業(将来的

な供給状況や代替材料の調査等)に対し、その企画

会議費や研究調査費等を支援 

     

活 性 化 事 業

（ 経 済 産 業

省） 

国指定伝統

的工芸品の

製造事業者

等 

後継者育成事業、技術・技法の改善事業、原材料

の調査研究事業、需要開拓事業〈海外展開を含

む〉、新商品開発事業、情報発信事業等）に対

し、経費について支援 

      

産地プロデュー

サー事業 

伝統的工芸

品産業の支

援事業を実

施しようとす

る 事 業 者 ・

団体等 

伝統的工芸品産業の振興を支援するために必要な

専門的知識・ノウハウ等を有する者が、自ら産地に入

り込んで、産地の製造事業者等とともに新商品の企

画、需要の開拓、従事者の資質向上等のための取

組を行い、産地全体を総合的にプロデュースする事

業に対して支援 

     

コンサルタント産地支援事業

（伝産協会） 

国指定伝統

的工芸品の

製造事業者

等 

意欲とポテンシャルのある産地に外部コンサルタントを

派遣し、複数年にわたりコンサルタントが伴走する形

で産地を支援しながら、産地が抱える課題の把握

と、課題克服のための総合的な支援を行う  

      

外部人材協業事業（伝産

協会） 

商品開発にとどまらず、販路を持っているプロデューサ

ーとともに、現代のライフスタイルに調和する新しい商

品開発を促し、新たな販路開拓を支援 

     

伝統的工芸品産業産地調

査・研究・診断事業（伝産

協会） 

産地の現状を把握するための産地規模に関する基

本調査や自治体の伝統的工芸品産業支援関連補

助金の調査を実施し、その結果を踏まえて、産地に

共通課題について研究し、課題克服に資するセミナ

ーを開催する 

     

ものづくり・商業・サービス生

産性向上促進事業（経済

産業省） 

中小企業、

小規模事業

者等 

中小企業・小規模事業者の海外でのブランド確立の

実現に向けて、複数の中小企業・小規模事業者が

連携し、自らが持つ素材や技術等の強みを踏まえた

戦略を策定し、当該戦略に基づいて行う商品の開

発や海外見本市への出展等を行うプロジェクト支援 

     

地域観光新発見事業（観

光庁） 

地方公共団

体 、 DMO 、

民間事業者

等 

地域の観光資源(伝統的工芸産業含む)を活用し

た地方誘客に資する観光コンテンツについて、十分な

マーケティングデータを活かした磨き上げから適時適切

な誘客につながる販路開拓及び情報発信の一貫し

た支援を実施するもの 

     

地方創生推進交付金等

（内閣府）※令和４年度

から「デジタル田園都市国家

構想交付金」に統合 

都 道 府 県

市区町村 

地方公共団体が、地域再生法に基づき策定した地

域再生計画に基づく事業の実施に要する経費の支

援（伝統的工芸品産業の振興や人材育成に資す

る事業も対象となる）。 
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３．検討会議事要旨 

 

（１）第１回の議事要旨 

各委員の立場や産地との関わりの中で見た現状と課題、課題解決に向けてどのような取組が必要なのか、議論

を行った。 

 

＜需要創出に関して＞ 

●新しい流通への対応 

• 需要を広げるために、流通のあり方を変えていかなければならない。 

• 品目ごとに市場が異なるため各工芸をひとくくりにせず、個別の取組を丁寧にしていくべき。 

• 産地問屋がなくなった場合は、それに代わる新しい流通の機能を担うところが重要。新しい流通・販売の動きに

対していかに支援していくかを検討する必要がある。  

●海外展開、インバウンド需要取り込みへの対応 

• 地方創生とクールジャパンの掛け合わせで伝統的工芸を含む地場産業の産品の高付加価値化、輸出産業

化に対する支援などが必要。 

• 作り手自身も海外に出るなどして、何を作ればいいのかを考えなければならない。 

• 海外展開においては、生活や歴史が違う人達に向け、今あるものを、別の角度から見る視点、プレゼンテーショ

ンが重要。今あるものを、別の角度から見る視点が重要。 

• 中国の若い人たちは日本の伝統工芸に非常に興味を持っている。中国は今後も重要なキーマーケットとなると

思う。 

●現代の生活様式に適合したものづくり 

• 現在のライフスタイルに合わせたコンパクトで高付加価値なものを作って販売することが求められている。 

• 畳の時代から現代のライフスタイルに合わせるのはかなりの変化。小さな工房ではデザイナーもいないという問題

もある。 

• 仏壇・仏具などは新規需要の開拓が難しい。ライフスタイルにあわせて変えていく産業的な工夫と、古いものの

修復という文化的な視点が必要。人材づくりの難しさにも繋がる問題である。 

• 伝統的工芸品の中には、そのままでモダンな暮らしに馴染ませることができるものもある。それをアピールするプロ

デュース能力も必要である。 

 

＜技術継承、原材料等の確保に関して＞ 

●技術や知見を伝えるシステムの不足 

• 美術・芸術大学の学生はクラフトへの志向性が高いが、それと伝統工芸とのギャップを改善したい。 

• 伝統工芸を専門学校で学ぶ人はおり、工芸を目指す人は多いが、望むような就職が難しくミスマッチが多い。

適材適所を可能とする機会の創出を考えては。 

• 後継者育成に教育システムが機能せず、徒弟制度のままの組合がある。学習者にわかりやすい指導内容の案

出に踏み込んで支援すべき。 

• 職人の技術の質の向上を支援する方向を考えたい。 
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●原材料の調達困難、道具製造従事者の減少 

• 後継者がいない、道具を作る職人がいない、材料が手に入りにくいという問題は身近に聞く。 

• 入手困難な原材料は国内生産を増やすべき。省庁間の連携も必要。単なる装飾品以上の品物の価値をア

ピールも考えていくべき。 

 

＜水平分業体制の維持に関して＞ 

●水平分業体制の維持困難 

• 分業体制が崩れそうな場合、後工程の人が前の工程を担うことが多いが、それが廃業の一因になることもある。

分業が緩やかに減っていくこと自体を前提とした対策は必要。退職者や障害者雇用の活用も考えてはどうか。 

• 多能工化が進んでいる。前後の工程がなくなってしまうので若いうちから多くの工程を身につけるよう指導するな

ど包括的な支援が必要。 

 

＜伝統的工芸品の指定要件の検討等に関して＞ 

●指定要件の範囲と運用 

• 「伝統的」という枠組みでは素材や技術に縛りがあり、「伝統的」と「産業」と「産地」をいまのフレームで扱うのは

無理があるのではないか。 

• 自分なりに分析・決断して協会の正会員をやめたことで仕事が増えたという方もいる。「伝統的」とひとつに括っ

てしまうのではなく、個別性の高い支援が必要。 

• ベルトハンマーやミシンなど、「手の延長」レベルの機械にも否定的なのは現実的ではない。技術レベルを維持す

ることと、道具がなくなる前提で「手の延長」レベルの新しい道具も許容していくことの両方が必要。 

• 伝統工芸士認定は 12 年以上の経験を有すること必須だが、競技会での受賞歴のある若手を認定審査に

加えてもよいのではないか。 

 

＜持続可能な経営、人材確保等に関して＞ 

●事業者の主体的取組 

• 工芸品の市場環境を注視し、産地が自らの手で自らを変えていくことが重要。 

• 人材育成も技術継承も非常に重要。自分自身が変わっていくための解決策は人と話すこと。 

• 職人側も、自ら勉強する意識を高めていかなければならない。心を開いて意見交換をし、意識改革をすること

が大事。 

• 工芸品の魅力を本当に発信できるのは最終的には職人自身。職人自身が自分の声で発信できる場をつくる

ことも重要。 

• 技術を備えている職人にもプロデュースや経営の能力が必要。作っているだけでいいというだけでなく、一つ次の

ステージに来ている。現状の経営のあり方、技術を若い人にどうやって受け継いでもらうかが重要。 

●人材確保・雇用が困難 

• 職人一人あたりの収入はどんどん減っている。その状況では新しい人は入りにくい。 

• 地域差が顕著になっている。都心への一点集中に対して地方では人が減っていて人の確保が難しい。地域差

に着目した支援が必要。 
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• 伝統的工芸品の産業に入ってきてくれる人をどう確保するか。外国人の技能実習なども考慮した上で、手仕事

を残していく法的整備が必要。 

 

＜取組主体（産地組合）の体制に関して＞ 

●小規模事業者の支援に向けた体制強化 

• 産地とは発注をグロスで受ける体制を持つ場所、スケールメリットのある場所である。 

• 産地は技術の「ゆりかご」、何人かで技術を保持し、役割分担が産地の中で成り立つことが望ましい。数が少な

くなれば困るので、新陳代謝が図られて経営能力の高い人が補充される必要がある。 

• 産地による温度差が激しい。発信力や販売力がない産地もある。一方で、外からは見えないが水面下でお客

様との信頼関係を築いている産地もある。 

• 元気な産地は手離れがよく、馴染みやすいものを作っている。しかしその根底を支えているのはひとりでコツコツや

っている職人たち。そこまで手を差し伸べるのはなかなか難しい。 

• 補助金制度をどう申請したらいいか、そこにたどり着くことさえできない人たちが多くいる。そこを拾い上げていくシス

テム、スキームがまず必要。 

• 小さい産地は事務局もおけず、補助金すら使えていないのが現状。 

●後継者養成、産地プロデュース機能の強化 

• 東京にでてきた学生はなかなか地元に帰らない。東京に行かなくても地元で学べる教育システムがあることが重

要ではないか。 

• 今の時代はデザインやプロデュース能力が重要。職人の数に対してそこを担う人が足りていない。伝統的工芸に

特化したプロデューサーの育成プログラム、学校などが必要ではないか。 

• プロデュース教育やデザイン教育は非常に重要。将来を見据え、若い世代に対してその教育を行うことに補助

を集中できないか。 

• 産地プロデューサーはすでにいるが、組合に外部の風を入れることが重要。振興策には産地プロデューサーや有

識者など外部人材を入れる、組合助成と個社助成のうまい使い分け指導も必要。 

• 市場環境を変えていきたい若い方が出てきたときに補助できるといい。 

 

＜新たな枠組みや連携の必要性に関して＞ 

●産地間・工芸士間・異業種間の連携 

• 伝統工芸士の横の繋がりを作っていく必要がある。 

• 大きな企業に伝統的工芸品の素晴らしさを知ってもらい、一緒に何かやっていきませんかと働きかけていくことも

必要。 

●地域文化としての伝統工芸の存続 

• 工芸品はただのモノではなく、使う人、使う場所、作る体験・見学などのアクティビティを呼び起こすものであり、

人の繋がりを創出する。材料や道具、作り手や買い手、売り手を含むトータルのものが工芸であり、工芸品とい

うモノはその中のひとつの結果である。 

• 外国人のほうが逆に日本のいいものを理解するという時代になってきている。 

●伝統的工芸品の認知向上 
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• 伝統的工芸品を、「適正な材料で作る→売る→多くの方が買い求める→しまい込まずに使う→修理にも対応

できる」ものにするような大きな流れを支援できればよい。 

• 伝統的工芸品は、基本はエコロジー産業であるため、サステナブルの時宜に沿った強みがある。 

• 工業製品が飽和して価格のやすさに流れている一方で、地域特有のものに関心が集まっているというのも事

実。 

• 国内においても工芸品の認知度は上がっておらず、若い世代は伝産マークすら知らない。協会として認知を広

める努力は必要。 

 

＜支援のあり方に関して＞ 

●伝統工芸の立ち位置による展開 

• 伝統的工芸が参照できる方向性としては、三つある。一つ目は伊勢神宮の式年遷宮方式（20 年に一度建

替え）で、技術と伝承・素材の保存が完全になされている世界。二つ目は、美術としてのクラフト・工芸。作家

として生きる方法は国際的な場においても美術全般同様に必ずある。三つ目はブランド化。プロデュースする、

発信する、デザイン開発をする。伝統的工芸品の技術・素材をベースにして新しい方法・方向を打ち出す。この

とき「伝統的工芸品ではない」ことを論点にしない。 

• 伝統工芸は残さなければならないが、固執すると生き残れない。その方向性によって、自らの立ち位置と展開を

検討すべきではないか。 

●市場環境に対応できる産地を増やし、作り手を支援 

• 10 年 20 年後には多くの産地が淘汰されることを肌で感じている。産地によっては自然淘汰が目の前。表向き

は派手やかな立派な産地でも、発信力が乏しく、工業制を取り入れられないような産地もある。 

• バブル期に量産のため大きな設備投資をして職人を確保してきたが、バブル崩壊後に年商が下がり、借り入れ

だけが残っているような事業者は、多品種少量の時代になっていったときに設備投資ができない。 

• 市場環境を見て自分がどう変わるべきかを考えるのが経営である。健全な淘汰を前提として残っていく作り手、

産地を増やすために支援を行うべき。 

• 投資余力を残している企業に支援を投下していくという視点も重要。一方でセーフティネットも重要。 

 

（２）第２回の議事要旨 

第１回議論の内容や紹介事例を踏まえて伝統的工芸品が今後どのような将来像を描いていくことが必要である

か、議論を行った。 

 

＜需要創出に関して＞ 

●新しい流通への対応 

• 作り手と一緒に「作り手の作ったものをどう市場に出していくか」を考える。 

• 従来商品も見せ方を変えるだけで売れる場合がある。まず自社のリソースの中で何ができるのかを考えるという

のも 1 つの視点。 

• 国内でも海外でも、とにかく多くの人の目に触れて、評価を得ていくということは大事。 

• 「伝統的工芸品」という言葉自体が近寄りがたいため、最初の入口にするべきではない。 
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• あまりにも高価で、現代の流通の商品性に結びつかないような技術・素材のもので産業として成り立たないもの

は、伝承して残していくべきものだろうかという検討も必要。 

• 多くの人の目に触れることで良さが見直され、需要創出に繋がることがある。 

●現代の生活様式に適合した用途開発 

• 用途開発が今後非常に大事になる。天然のものを 100%使って作る伝統的工芸品が、現代のライフスタイル

に合わなくなってきている。 

• 産業観光は、販売にも繋がるし、技術者の継承にも結びつくもので、工芸品製造にも良い影響を与える。 

• たとえば食器から離れて漆を使う、和紙を壁紙に使うといったように、新たな用途が生まれることが期待される。 

• 新潟漆器で漆塗りの技術を建材として用途開発した例などは、職人だけでは構想できないので、県の産業技

術研究所など外部専門家の助けがあるといい。 

• 観光産業と連携すると作り手も経費がかからず、消費者に直接上代で買ってもらえる。これを行政と一緒になっ

てやってくべき。 

• 観光産業との繋がりが大事だというのは痛感している。日本の工芸ツーリズムに特化した機関があればよいと思

う。需要は大きい。 

●海外展開、インバウンド需要の取り込みへの対応 

• 海外に日本の伝統的工芸品の理解者は多い。その方たちへ認知を広げ、購入や現地訪問に繋げ、生活文

化産業と観光産業を循環させていくかことが大事。 

• 従来商品も見せ方を変えるだけで売れる場合がある。 

• 海外も、B to B と B to C の販売戦略が必要である。 

• 品目や国によって販売戦略が異なるが、補助金活用等で得る海外発表の機会は貴重な経験となる。 

• 空港も含め外国人旅行者との接点での販路開拓、外国人旅行者の産地への受け入れ、外国人デザイナー

やバイヤーによる産業観光の誘致。この３つの取組を強化すべき。 

• 伝統的工芸品を含めた、文化・おもてなし・職人、技術など地方で受け継がれてきた「生活文化」を海外に発

信し、産業化する。 

• 欧米人と中国の方の日本の伝統工芸に対する購買動機はかなり異なる。欧米の方は自分のライフスタイルに

合うもの、使えるものでないと購入しない。一方、中国の方は、自分たちのルーツである文化的な繋がりを求め

て来て、そこで育まれた伝統工芸に関心を寄せている。異なる趣味嗜好と購買動機だが、日本はどちらにも対

応できる。 

• 観光産業と伝統的工芸品産業が連携することでショーケース効果・ブランディング効果を高めることは今後特に

強化すべき。オープンファクトリーなどのイベントは海外のデザイナー・バイヤーを結びつけ、日本の工芸品を素材

としても海外に出していくことができる。 

 

＜技術の継承に関して＞ 

●技術や知見を伝えるシステムが必要 

• 人手不足というより技術力不足が深刻になってきている。注文はあっても作り手がいない産地もある。人材に対

して国や企業側がどのように投資していくか、取組方を真剣に考えなければならない。 

• 観光産業との連携も将来に大きな需要があるのではないか。たとえば学芸員の養成にあたって、観光の資格も

取れるようにする。両方の資格があれば活躍の場が広がる。それをやっている大学もある。 
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＜持続可能な経営と人材確保に関して＞ 

●事業者の主体的取組、人材確保・雇用促進に向けた対策 

• 存続と発展に向けた自己変革ができるか、それをいかに支援するか。産地が現状認識を精緻に行うことができ

るようなサポートが重要。 

• 今後は人材を確保するため、他の部分を削ってでも人件費をかけていくような時代になるのではないか。 

 

＜取組主体体制支援に関して＞ 

●小規模事業者の支援に向けた体制強化 

• 伝統工芸の販売形態や販売価格が変化し、媒体・媒介すべてが変わってきた中で生活様式も変わってきた。

これは個人個人の問題ではなく、産地単位で考えていかなければいけない。 

• 地震で大きな被害を受けた輪島では、クラウドファンディングで高額な支援金を集めた職人もいる一方で、パソ

コンも触れないような職人もいる。無形文化財にも登録された自分たちの産地を支え、産地単位で再興をはか

る気持ちがあれば、この災害をいい形に変えていくこともできる。 

• 職人各自でも、産地単位でも、立ち位置をどこに置いたら、お客様にお付き合いいただけるかということを常に考

える。 

 

＜新たな枠組や連携に関して＞ 

●個別の状況に応じた支援の枠組、産地間・工芸士間・異業種間の連携、地域文化としての伝統工芸の存

続、伝統的工芸品の認知向上 

• 工芸品の未来図、将来像の話を考えると、需要の話と供給の話があり、供給では人の話、資金の話、資材道

具の話、地域の連携体制の話が極めて重要。 

• 工芸は日本人の生活の中に深く入り込んでいる。日本は工芸大国と言ってもいいぐらい、工芸はポテンシャルを

持っている。日本人自身がこのポテンシャルに気づいて海外に発信していくことが日本の国力、日本のアイデンテ

ィティ創出に繋がっていくのではないか。 

 

＜支援のあり方に関して＞ 

●伝統工芸の立ち位置による展開の違いとそれに応じた支援 

• 生産性が高い産地とそうでない産地、海外に発信できる産地とできない産地がある。また、収縮膨張がある木

工品は海外に持って行けない。職人たちの立ち位置はそれぞれ違っている。 

• 国として、伝統的工芸品、伝統工芸品、工芸、クラフトの概念整理を行い、それに基づいた展開方向に関する

検討を行い、各省庁・関連団体が行う支援策・補助の対象を明確にするべきである。 

• 需要が底堅くある品目も、汎用品メーカーがどんどん需要を奪っていくので、価値と値付けを守っていくためにも、

高付加価値型の変革が必要。需要はあるが縮小していくものは、需要を守りながら新たな需要を開拓しなけれ

ばならない。需要がほぼ消失傾向にあるものについては、事業改革型の変革が必要。 

●市場環境に対応できる産地を増やし、総合的に作り手を支援 
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• 国内向け・海外向けという区別が今後どうなっていくのかを注視する必要がある。オンライン化等によりその区別

がなくなっていく部分もある。今までは生活に密着するもの・使えるものを、と日本の中で言っていたが、これから

作っていくものを考えるときに海外・国内をどのように考えていくのか。 

• 単発の施策だとうまくいかない。売り方（販売手法）・伝え方（プロモーション）・見せ方（ブランド）など一体

的、総合的に変わらなければならない。そのような指導の仕組みを作ることで変革することが重要。 

• 補助に対する指導が必要。重点事業を決めてこの３年、この５年はこちらの取組に強く比重をかけるというよう

な指導を、国主導で、自治体や産地組合に行うなど。 

 

（３）第３回の議事要旨 

理想となる伝統的工芸品の将来像を達成するために必要となる課題解決のための具体的な取組について、議

論を行った。 

 

＜需要創出に関して＞ 

●新しい流通への対応 

• 産地問屋が機能していないことが問題であり、産地問屋に代わるものが必ずしも必要ということではない。B to 

B でないと少量しか扱えないので、しっかりと機能する産地問屋はたくさんあったほうがいい。 

• ブランドを作り、地域商社的な機能をもって産地で主体的に売上を増やしていく。調達から製造・流通・プロモ

ーションまでを意識し、産地の付加価値を落とさないよう流通販売までのあり方を整備することに、公的なお金

で知見をインプットして産地と専門家とマッチングする必要がある。 

●素材や技術を生かした用途開発 

• 新商品開発とは区別して考えることが肝要。伝統的技術を使って別のものを作ることは、純粋にサイエンスの問

題。技術開発・転用できる用途開発のためには工業試験場などの後押しも必要。需要開拓の補助枠を商品

開発だけでなく用途開発にも一部割くと良い。 

●産地で伝産品を体験する観光産業 

• 産地が自らを外に開いて外と交流できるような動き（オープンファクトリーなど）を優先的に支援する。 

●海外市場展開、インバウンドの異なる需要への対応（「伝産品＝日本各地の生活文化」の産業化） 

• 伝産室のプロモーションを時代の変化にあわせて進化させる。受け取る側・買う側のライフスタイルや消費意識に

寄り添って、生活に伝統工芸品を取り入れたい、これを生活の中で使ったらどんなに豊かになるだろうというよう

な消費者目線を持つ。伝産産地や業界と消費者が共感を結べるような PR のあり方を。 

• ショーケース拠点は国際的な拠点にすべき。内向きにやっていてもあまり将来はない。 

●現代の生活様式に適合したものづくり 

• 産地が主体的に事業計画を作るのは難しいため専門家を入れることが必要。自分たちが置かれている市場や

需要動向をよく理解し、自分たちの産品の需要はどうなっていくのか、どうしたらいいのかを冷静に省みることを促

すような支援の仕組みを。 

 

＜持続可能な経営と人材確保に関して＞ 
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●事業者の自己変革 

• 産地の課題整理にあたって、産地の存続・発展を阻害する内的・外的要因を掘り下げる必要がある。 

• 産地が主体的に変わっていくためには、ものづくり・製造業の部分について産地・事業者として、自分たちが主体

的に「戦略・調達・商品開発・製造・流通・プロモーション」をどうするか考える必要がある。単独では難しい場合

は他の事業者や産地、プロの力を借りて、自分たちが主体的にどうするかを整理するのが良い。 

• 調達・開発・製造・流通を含めて状況を改善していくためには、全体のサプライチェーン・マーケティングデザインを

理解して産地と一緒に総合的な将来戦略を作ってくれる人が必要。そういったプロの人材と産地とを紐づける連

携を経済産業省や伝産協会が牽引して取り組むべき。そこで蓄積した考え方やソリューションを他産地に示し

ていく。 

●若者の雇用と業務環境改善支援 

• 伝統的工芸品の雇用の状況は若者や業界外にいる人から見ると特殊。人材採用市場が膨らんでいる時勢の

なかでキャリアや就職先として選択肢に入るには、採用方法や育成プログラムが足りていない。専門的な解決が

必要。 

• 自治体による 3 年程度の雇用助成があるが、どんな伝統工芸でも 1 人前になるのに最低 10 年かかると言わ

れており、3 年は短すぎる。地域おこし協力隊などで来た人に指導しても 3 年でいなくなってしまい、職人の立

場からすると指導にかけた労力が報われないと聞く。せめて 5 年にするなど、作り手の育成部分に補助を手厚く

しては。 

 

＜技術継承、原材料確保に関して＞ 

●産地内で学べる教育システムの確立 

• 地域ごとに体験館のような伝統的工芸の体験をキーワードにした施設があると良いのでは。たとえば、小学校 4

年生で初めて地域の歴史を学ぶ際に、その施設を 4 年生全員が訪れ、その地域の産業について学び体験す

ることができるような。訪れた観光客にも体験してもらえる。そこに職人に先生として来てもらうことで雇用も生ま

れ、地域で学んでそこで就職するような道もできるのではないか。 

• 「児童・生徒に対する伝統的工芸品教育事業」は長く続いていて素晴らしい取組。学校教育のなかで伝統的

工芸に触れることでお客さんも増えてきているという実感がある。これを経済産業省が継続していくことに価値が

ある。 

• 後継者育成に向けた教育システムの構築が必要。徒弟的なものではなく学校教育に近いシステムを作るべき。

ある程度クリアするステージを明示することで、弟子が目標を持ちやすい教育システムを。徒弟制のままでもやっ

てくれる人はいるかもしれないが、並行してこういう教育システムがあると産地が維持できるのでは。 

●原材料、道具の現状把握と対策 

• 道具と素材の安定した調達に向けて解決方法の実証を行い、同じ境遇の他産地にも展開できるようにする。 

• 単に生産・供給の体制を整えるだけでなく、バリューチェーンの川下である製造・販売・プロモーションで付加価値

を高める取組をすることで、価格高騰する原料や天然素材を使い続けられる体制を整える。 

• 作り手や調達側の都合だけでなく、地域の生物多様性や自然環境・地域のコミュニティも含めて素材・道具の

調達先を考える。これを産地任せではなく実証事業として行うべき。 
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• 京都府綾部市の黒谷和紙は、組合が中心となって原材料の楮の生産から取り組んでいる。これは海外や他

産地の原材料の供給がストップした場合に技術継承が困難になることを避けるため。人材も原材料も地産地

消で育てていく、持続可能性を意識した非常に良い取組。 

 

＜水平分業体制の見直しに関して＞ 

●1 つの製品の全工程を面として捉えた支援 

• 人手不足により分業が切れる問題については、障害者の雇用促進の検討を。経済産業省の伝産支援補助

事業の「後継者育成事業（若年層等後継者創出育成）」の枠の一部を障害者向けに特化しては。 

 

＜取組主体（産地組合）の体制支援に関して＞ 

●効果的な取組ができる体制づくり 

• 賃金や待遇・労働力の面で組合に優秀な人材が集まらず、組合自体が収益事業をしないと事務方だけでは

食べていけない。事務局が置けない小さな産地も多いが、そのような産地でも支援を受けられるように、条件の

緩和・申請の簡素化を検討してほしい。 

• 組合自体が崩壊しているケースもあるので、組合を仲介せず事業者に伝産協会から直接支援の連絡がいくよ

うな仕組みが必要。 

• 支援は支援する側からの視点で話されがちだが、それを活用したいという職人側の意識も重視するべき。 

 

＜新たな枠組みや連携に関して＞ 

●伝統工芸に関する認知・理解の向上 

• 日本が伝統工芸をアイデンティティとして、国内外に 1 からしっかりＰＲできるのであれば、今すぐ行うべき。 

• SNS などを使って作り手の顔や作り手が思う付加価値を伝え、作り手や産地のファンを増やす取組を教育面で

も行い、情報発信・技術習得を進める。 

• 伝産協会では認知度の低い小さい産地に光を当てるために、あえて小規模産地を大きい雑誌に紹介する斡

旋などを行っている。産地の技術・土壌・観光も含めて世の中に知ってもらうことが大事。 

• 伝統的工芸品という言葉自体を知らない、国指定・県指定の意義がわからない人も一般の方にも産地の方に

もいる。伝産協会として一般の世の中にも、産地に対しても発信して認知度を上げる必要がある。 

●伝統的工芸品・伝統工芸士の認定要件の変更 

• 伝統工芸士の認定要件は高度技術者を維持するために厳格化する一方で、12 年かけないと取れないものを

段階分けする、海外の方も受け入れやすいように緩和するなどの可能性を検討していくべき。 

• 京都府綾部市の黒谷和紙は、組合を重視した非常に良い取組をしている（原材料の楮の生産、組合での

共同生産・共同販売、組合での人材育成など）が、伝産の申請に通らず、現在は申請できる規模を維持で

きなくなってしまった。伝産法の制定時から比べると職人数は減少傾向にあることからも、申請に必要な規模の

見直し、あるいは職人以外に産地・製造を支えているメンバーを人数に加味できるような付帯事項を検討でき

ないか。 

• 宮崎県の都城大弓は伝産の条件を満たしていなかったが工業デザイナーの秋岡芳夫さんが交渉して特例とし

て指定を受けられたという事例がある。参考にできないか。 
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• 文部科学省の科学研究費は基盤研究という大きな補助金を基本として、奨励研究・挑戦的研究・萌芽的

研究・若手研究などいろいろな種類の申請先がある。伝産も規模に応じた申請先があると良いのでは。 

• 伝統的工芸品の認定要件を満たそうとすると産業として成り立ちにくい印象がある。ヨーロッパの世界的老舗ブ

ランドも馬具から始まるなどのバックグランドを持っているが、その成り立ちに縛られていない。 

 

＜支援のあり方に関して＞ 

●施策・支援の考え方 

• 思いついたことは次々に実行に移していく時期。 

• 公的支援は産地の課題を掘り下げたうえで、産地全体あるいは工芸業界全体によって重要度が高いものに貼

り付けるべき。一方で取りこぼされ手を上げることもできない産地に光を当てることも必要だが、全体を俯瞰し掘

り下げて整理したうえでどこに支援をするか考える必要がある。 

• 産地が主体的に自ら変わっていくことに対する公的支援であるべき。産地・事業者・作り手が外部環境の変化

を受け止めて自ら存続発展するための自己変革に対してのみ支援すべき（災害復興に対する支援は例外） 

• 産地の人材の質が結果的に産地の自主的な変革のすべてを左右する。地域をリードして世の中の課題を受け

止めていけるリーダーを育成し、学ぶ機会を提供していくことに、公的支援を割くべき。 

• 既存の事業の枠組みを変える部分と、新しい事業を立ち上げるということを積極的にやっていく。 

• 補助金に振り回されて何かをやるのではなく、職人・産地のやりたいことに補助金の制度がうまく当てはまることが

重要。補助金に頼らなくてもやる覚悟がないと成功はしない。 

●小さな産地の支援について 

• 需要開拓・意匠開発に関する補助の審査にあたっては、サプライチェーンやブランドがすでにあり、コラボ先も見つ

かりやすい大きな産地が、申請も採択もされやすい傾向がある。支援が一番必要なのは、「需要がほぼ消失傾

向にあり、自らの生業を問い直すべき」事業者だが、申請書や振興計画の提出率が低い。きちんと類型だてた

うえで深刻な課題を抱えている産地を顕在化させることが重要。 

• 支援する側も、①需要が底堅くある市場におり、価値と値付けを守っていくべき ②需要があるものの縮小して

おり、新たな需要開拓で補うべき といった二つの論理を前提にしている。「需要がほぼ消失傾向にあり、自らの

生業を問い直すべき」事業者はプロモーションや SNS 活用という次元になく、その論理が適用できないので事

業者側も支援を申請する意義が感じられにくい状況にある。 

• 小さな産地への対応は急務であり、プロデューサー的な役割の人材が十分にいるのであれば、投入して動いて

いただくことはすぐにでもやった方がよい。 

• 支援を申請する元気もない小さな産地に対し、経済産業省の活性化事業の枠等を活用して協会主導で産

地コンサルタント等の専門家を派遣する事業を手厚くやっていく必要がある。コンサルタントには計画策定の支

援や、組合運営・人員減少などの産地だけでは解決方法が見いだせない問題を丸ごと相談できるように。 

• 産地コンサルティング事業は産地の状況に応じて傾斜をつけることで小さな産地に必要な支援が行き届くよう配

分を工夫する必要がある。 

• コンサルタントに相談しにいくというところまでも踏み出せない産地がたくさんあることも考慮すべき。 

• 経済産業省「伝統的工芸品産業支援補助金」の産地プロデューサー事業以外に、伝産協会のコンサル担当

事業があり、産地が支援補助金を受けるための計画づくりをサポートする目的で設定されている。これを補助金

申請が難しいような産地への支援にあてはめられないか検討できれば。 
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• 既存産地だけでなく、今後出てくる新しい産地への支援のあり方、現行の基準で指定を受けられなかった産地

への支援のあり方も考えていく必要がある。小さくても成長していこうと努力している産地に門戸を開くような取

組を。 

• 考えるべき課題に「小さな産地をどうするか」を入れるべき。漏れがちだが、漏れてはいけない。そういう人達がい

ることを顕在化するのがよい。 

• 公的支援がなくても十分にやっていけるところに対して更に力添えをすることも必要だが、もっと小さい産地をどう

いうふうにしていくかという課題がある。産地をどういう形で持続していくのか、淘汰されてしまいそうな産地を今後

どうしていくのかをきめ細かく考えていかなければならない。 

 

＜その他＞ 

●産地特性への考慮 

• 売れやすいものや海外展開・インバウンドなど明るいところを見て議論するのは心地よいが、表に出られない細々

とした産地がたくさんある。産地ごとの特性、見えないところを掘り下げて調査し、長いスパンで議論してほしい。 

• 一つの工芸品をじっくり作る産地も、反復生産で多数のものを作ってコストを下げて利益を出す産地もある。

241 品目ある伝統的工芸品を一概に討議することは難しい。 

●概念・用語の整理について 

• 「産地」「作り手」の概念整理も必要。「産地」というとき伝統的工芸品、伝統工芸、クラフトのいずれの産地な

のか明示されないまま議論されている。 

• 伝統的工芸品、伝統工芸、クラフト、アート＆クラフトの違いも概念整理するべき。ユーザーもものづくりを志向

する学生もその違いをまったく意識していない。 

• 第 1 回検討会で議論した伝統的な技術を活かす３つの方式（式年遷宮方式・アートクラフト・商品群ブラン

ディング）は、Pieces of Japan 株式会社の 3 つの商品カテゴリ（「技」＝伝統工芸品に規定されているよう

なもの、「黒」＝余人を持って代えがたい作家、「白」＝ブランド化されていて比較的手に入りやすいもの）と重

なるところが多い。 

• 伝統的工芸を英訳すると伝統的工芸・伝統工芸・クラフトはすべて「craft」になり区別できていないことは問

題。西洋ではクラフトは「日常で使うもの」であり、鑑賞するものである「アート」よりも下位のヒエラルキーに位置づ

けられる。日本では、日常的に使うもの=アート（美しい鑑賞物）だった（金箔や銀箔を織り込んだ着物、蒔

絵の小箱、屏風や襖絵など）という点で独自性と価値・ポテンシャルがある。西洋の「craft」との違いを明確化

するために「工芸」を「Kogei」という語で世界に発信してほしいと蒔絵の人間国宝である室瀬和美さんもおっし

ゃっていた（KIMONO, SUSHI のように）。 

●課題の整理について 

• 産地が向き合っている課題を整理し、議論を噛み合わせるための共通言語が必要。作り手が自己変革するた

めに戦略をどうするかという視点から、製造業のバリューチェーン・サプライチェーンに応じて「戦略・調達・商品開

発・製造・流通・プロモーション」という６つの共通言語で課題を整理できれば、コンサルタントは有効な提案がで

きる。 
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図 3-4-3 産地・事業者・作り手の存続・発展のために向き合うべき課題と、必要な対応方針 
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